
健康長寿分野における成長戦略について

医療・介護分野は、人口構造の高齢化に対応して大きな成長が予想され、雇

用吸収のみならず付加価値を高めたサービス創出が期待されている
`成

長戦略

は、そうした動きを加速化させt社会保障国民会議で示された2026年にお

ける市場規模拡大50兆円、雇用創出235方人に及ぶサービス創出を可能な

限り前倒しして実現すべきと考える。そのためには、現行の体制や課題の改善

を図りつつ、バラマキではなく最適な形で資源投入を行つていく観点から、以

下の取組を準めぅべきである。

<論点1>地域医療 二介護の強化の「モデル圏域プロジェタト」を実施し、

国民に「見える」形で、救急医療の確実な実施t過疎地等での医師確保、

勤務医の過重労働解消t介護サ=ビス等の充実といった成果をあげ、そ

れを効率的・効果的に全国展開していくべきではないか。

○ 地域医療・介護は、地方自治体のイニシアティブを基本としつつt地
域の実情を踏まえて、関係する課題を包括的に解決する「政策パッケー

ジ」を集中的に実施することが有効である。

1具体的には、都道府県が市町村と連携の下で「モデル圏域」を設定:

地元自治体とともに国や関係機関も参加・協力しt以下のような方策推

進のため、当面3年間、医師等人材確保 口派遣、設備投資などソフト・

ハード両面の資源を集中撃下し、その成果を踏まえ全国的な展開を図る
べきである:         ‐

この場合t「社会医療法人」の活用や自治体病院の指定管理者制度等

により、地域の病院を広域的 =一体的に運営していく体制を目指すこと

が望まれる。

(注)社会医療法人 (1月現在29法人)と |よ1救急医療やべき地医療など公益性の

高い地域医療を担うことが期待されている法人形態62008年から新たに導入。

|【推進方策】.  :
・地域特性に応じた医療機関の機能分担t連携(介護との連携を含む)

:急性期医療スタッフの確保、医師事務作業補助者の配置、チーム医療の
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強化
・ 大学、地域医療関係者t都道府県などによる循環型医師養成口派遣シス

テムの構築
E ITネットワークの整備と活用、社会保障カニ ドの実験的導入

(注)医療 I丁推進に関しては、こうしたモデル圏域での先行的な取組だけでなく、

2011年度までのレセプトオンライン化の実現に向け、全国的な取組として、診療

所や薬局等べの支援を行うべきである。
・ 独居高齢者等の生活 口見守り支援、移動サニビス、ヶア付き住宅確保
・ 元気嵩齢者等を対象とした健康増進サービス、健康づくり活動 な́ど

<論点2>医療・介護分野の雇用創出と人材確保のため、専門職種間の業務範
‐ 日の見直しやキヤリアアップ支援体制を整備すべきで|ある。特に介護に

|つ
いては、キャリアが給与・処遇に活かされるような共通的な職業能力

評価の導入と介護報酬体系の構築を目指すとともに、スーパニ特区方式
による地域介護拠点の増設、事業進出支援を行うべきではないかし

〇 以下のような取組を進めるべきである。  |       ‐

【推進方策】
・専門職種間の業務範囲の見直しt多様なステップアップを可能とする

資格・職種間の移動性の向上 ― |
7看護師 ,介護福祉士・ホTムヘルバT資格取得等ステップアップを希

望する人を総合的に支援するワンストップロセンタ■の設置
・生活費支援付きの職業訓練
・ステップアップ研修時の代替要員確保
・ 介護現場でのキヤリアが給与・処遇に活かされるような共通的な職業

能力評価システム (日本版NVQ等)の導入とそれに配慮した介護報

酬体系の構築 (現状における賃金カープの差について別紙参照)

(注)NVQ(National Vocational Qualification)と は、イギリスにおける全

国統■の職業能力評価制度。基礎技能から高度専門・管理能力までの5段階。
・ 地域雇用創出のための介護拠点の増設t地域企業の介護分野への事業

進出支援 (スーパー特区としてt地域介護拠点整備の前倒し等を実施)

ため、日本の弱点とさ

れている、臨床研究体制や審査体制の強化等に集中的に,取 り組むべきで

ある。具体的には、未承認薬等の集中的治験と新型インフルエンザが発

生した際のワクチン供給体制強化のための国家プロジェクトに取り組む
べきではないか。       .



○ 医療現場で要望の強い、がん未承認薬等の革新的技術について国の

強力な支援により集中的に治験を行い、開発を促進する国家プロジェ

クトを立ち上げるべきである:それに併せt臨床研究体制の飛躍的拡

充、資金 田研究連携の面での研究開発支援、審査体制強化に取り組む
べきである。

また、国民わ生命と経済活動の脅威となる新型インフルエンザ対策を

世界トヅプレベルにまで強化すべきである。

【推進方策】
・国の強力な支援による集中的な治験の実施、審査口相談体制の強化
・臨床研究・治験体制強化 (高度専門医療センタ下、国立病院・大学病

院等)   .‐
・長期リスク資金の供給による研究開発支援
・「先端医療開発特区 (スーパー特区)」 に対する財政支援の強化、拡

充
・バイオベンチャ‐に対する研究開発支援     ‐

・新型インフルエンザが発生した際のワクチン(パンデミックワクチン)

の全国民への提供期間 (現行1年半)を大幅に短縮するための開発・

生産体制の抜本的強化
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職種別賃金力Tブ

産業t職種別賃金力=ブ (男、企業規模計)

(男 )【 13,751,660

― 製造業(男 )【 4,628,260人 】

― 卸売・4ヽ売業(男 )【 2026,460人】

一 サービス業(他に分類されないもの)(男 )【 1,631,200人 】

一 福祉施設介護員(男 )【 97,440人】

～17歳  18ん 19歳 20～ 24歳  25～ 29歳  30～ 34歳  35～ 39歳  40～ 44歳  45～ 49歳  50～ 54歳  55～59歳

資料出所:厚生労働省「賃金構造基本統計調査 (平成19年 )」

※事業所規模10人以上の常用労働者を雇用する事業所に雇用される常用一般労働者について年収を推計したもの。
※一般労働者とは短時間労働者以外の者をいう。
※年収=きまつて支給する現金給与額X12ケ月+特別給与額
※労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計 (復元)した労働者の数である。

産業・職種別賃金力Tブ (女、企業規模計)

～17歳  18～ 19歳 20～ 24歳  25ん 29歳  30～ 34歳 35～ 39歳 40～ 44歳  45ん 49歳  50～ 54歳 55～59歳

資料出所:厚生労働省「賃金構造基本統計調査 (平成19年 )」

※事業所規模 10人以上の常用労働者を雇用する事業所に雇用される常用一般労働者について年収を推計したもの。
※一般労働者とは短時間労働者以外の者をいう。
※年収=きまつて支給する現金給与額X12ヶ月十特別給与額
※労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計 (復元)した労働者の数である。
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(千円 )

→←産業計(女 )【 6,4591630人 】 ‐
-0-製造業(女 )【 1●47,460人 】

一 卸売・小売業(女 )【 1,34730人】   |   .
一 サービス業(他に分類されないもの)(女 )【 808,160人】

― 介護支援専門員(女 )【 29,760人】

キ ホームヘルバー(女 )【 38,920人】
-3-福祉施設介護員(女 )【 233,240人 】
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